
【整理番号22】

（ ）

Ⅰ　基本事項

Ⅱ　点検項目

事業費 4,487百万円 事業期間 平成14年度～平成23年度

地区の特徴

　当地区は、長崎県の西に位置し、対馬暖流と五島列島付近にできる沿岸流
の影響を受けて好漁場が形成され、ブリ類、イサキ等の一本釣り、マグロ
類、ブリ類等の曳縄漁業、キビナゴ等の刺網漁業のほか、定置網漁業等も盛
んに営まれ、水産業は地区の基幹産業となっている。

２．事業概要

事業目的
　増殖場の整備や、その増殖場と連動した人工魚礁の設置等、沿岸から沖合
まで、水産生物の成長に合わせた一体的な漁場整備を図る。

主要工事計画 魚礁　227,536空㎥、浮魚礁　5基、増殖場　59ha

主な漁業種類 一本釣り、曳縄、刺網等 主な魚種 タイ類、ブリ類、イサキ等

漁業経営体数 2,144 経営体 組合員数 5,600 人

登録漁船隻数 - 隻 利用漁船隻数 4,717 隻

漁港名（種別） - 漁場名 五島漁場

陸揚金額 11,139

４．事業実施による環境の変化

１．費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化

　事業採択時の費用対効果における算定基礎となった漁業生産量について、ヒラメ等は減少
傾向にあるものの、ブリ類等は増加傾向にあるため、費用便益費は平成14年の1.03から平成
29年度の1.76へと増加している。

　事業実施以前は、水産物の資源状況の悪化等に伴う漁業生産量の減少によって、稚魚等の
育成場の確保や生産性の高い漁場造成が課題となっていたが、本事業による増殖場の整備
や、その増殖場と連動した人工魚礁の設置等、一体的な漁場整備により、水産資源の増産が
図られた。また、現時点での費用対効果分析の結果は1.0を上回っており、一定の効果発現が
見られる。

２．事業効果の発現状況

３．事業により整備された施設の管理状況

　本事業により整備された施設は、事業主体が漁場施設管理規定を定め、これに従い、漁場
施設の適当な管理と効果的な利用運営を図っている。

　増殖場の整備とその増殖場と連動した人工魚礁の設置に伴い、稚魚等の育成場や生産性の
高い漁場が創出されている。

事後評価書（完了後の評価）

都道府県名 長崎県

事業名 水産環境整備事業水産資源環境整備事業

関係市町村 五島市、新上五島町

地区名 五島
ゴトウ

事業主体 長崎県

百万円 陸揚量 73,704 トン

１．地区概要
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Ⅲ　総合評価

1.03
現時点の
Ｂ／Ｃ

1.76
※別紙「費用対効果分析
集計表」のとおり

平成14年評価時の
費用便益比Ｂ／Ｃ

　当該地区においては、沿岸域において水産資源の維持・回復に必要不可欠な藻場が磯焼け
の進行に伴い減少しており、藻場の回復が課題となっている。

６．今後の課題

　本事業では、水産資源の増産を図るために増殖場や人工魚礁の整備を行った。また、貨幣化が
可能な効果について費用対効果分析を行ったところ、1.0を超えており、経済効果についても確
認されている。
  以上の結果から、本事業は当該地区において水産資源の増産による漁家経営の安定及び地域経
済の振興へ寄与したものとなっており、想定した事業効果の発現が認められた。

５．社会経済情勢の変化

　当該地区における漁業経営体数は平成14年には2,626経営体であったが、漁業従事者の高齢
化等に伴い平成27年には2,144経営体となっている。

７．事業の投資効果が十分見込まれたか
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１　基本情報

２　評価項目

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

計（総便益額）　　　　　　Ｂ 千円

総費用額（現在価値化）　　Ｃ 千円

費用便益比　　　　　　　　Ｂ／Ｃ

３　事業効果のうち貨幣化が困難な効果

評価項目

水産物の生産性向上

便益額（現在価値化)

④漁獲物付加価値化の効果

2,540,154

漁業就労環境の向上 ⑤漁業就労環境の労働環境改善効果

その他

⑪景観改善効果

⑫地域文化保全・継承効果

⑬漁港利用者の利便性向上効果

⑥生活環境の改善効果

費用対効果分析集計表

都道府県名

事業名

地区名 五島長崎県

水産環境整備事業 30年施設の耐用年数

○安定した漁獲が期待できる魚礁漁場の整備により、探索時間の短縮や計画的な漁労体制が構
築された。

10,202,963

便
益
の
評
価
項
目
及
び
便
益
額

①水産物生産コストの削減効果

②漁獲機会の増大効果

③漁獲可能資源の維持・培養効果

1.76

生活環境の向上

地域産業の活性化

自然保全・文化の継承

⑦漁業外産業への効果

⑧生命・財産保全・防御効果

⑨避難・救助・災害対策効果

7,241,663

非常時・緊急時の対処

⑩自然環境保全・修復効果

12,743,117

⑭その他
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１．事業概要

（１） ：

（２） ：

（３） ：

（４） ：

２．総費用便益比の算定

（１）総費用総便益比の総括

（千円）

（千円）

（２）総費用の総括

（３）年間標準便益

漁獲可能資源の維持・培養効果 417,347 生産量の増加効果

漁業外産業への効果 106,159 出荷過程における流通業に対する生産量の増加効果

計 523,506

内、消費税額 224,352

　　　　　　　　　　　　　　　　区分
効果項目

年間標準便益額
（千円）

効果の要因

現在価値化後の総費用 7,241,663

総費用（消費税抜） 4,262,686

維持管理費等 0

総費用（消費税込み） 4,487,038

計 4,487,038

浮魚礁 5基 38,301

増殖場 59ha 517,734

施設名 整備規模 事業費（千円）

魚礁 227,536空㎥ 3,931,003

総便益額（現在価値化） ② 12,743,117

総費用総便益比 ②÷① 1.76

区分 算定式 数値

総費用（現在価値化） ① 7,241,663

五島地区　水産環境整備事業の効用に関する説明資料

事 業 目 的 増殖場の整備や、その増殖場と連動した人工魚礁の設置等、沿岸から沖合まで、水産生物
の成長に合わせた一体的な漁場整備を図る。

主 要 工 事 計 画 魚礁　227,536空㎥、浮魚礁　5基、増殖場　59ha

事 業 費 4,487百万円

工 期 平成14年度～平成23年度

「水産基盤整備事業費用対効果分析ガイドライン」（平成29年4月改訂　水産庁）及び同「参考資料」（平成
29年5月改訂　水産庁）等に基づき算定。
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（４）総便益算出表

現在価値
（維持管理費含む）

①×②×
③

-15 14 845,755

-14 15 538,655

-13 16 389,285

-12 17 502,593

-11 18 528,656

-10 19 961,115

-9 20 1,037,430

-8 21 1,313,349

-7 22 564,520

-6 23 560,305

-5 24

-4 25

-3 26

-2 27

-1 28

0 29

1 30

2 31

3 32

4 33

5 34

6 35

7 36

8 37

9 38

10 39

11 40

12 41

13 42

14 43

15 44

16 45

17 46

18 47

19 48

20 49

21 50

22 51

23 52

24 53

25 54

7,241,663

※効果の発現時期により２．（３）と合わないことがある

419,058 551,452

36,226

1.168

1.104

281,172 400,195

321,930 440,584

148,771 229,026

184,665

2,937,374 14,735,840 12,743,117計 4,262,686 11,798,466

0.390 14,1331.000 28,717 7,509

0.406 81,550 33,0871.000 64,645 16,905

0.422 178,678 75,3941.000 143,698 34,979

0.439 242,334 106,3441.000 195,864 46,471

0.456 300,678 137,2251.000 242,539 58,139

0.475 336,572 159,7521.000 270,993 65,580

0.494 381,803 188,4681.000 306,847 74,956

0.513 400,584 205,6491.000 321,735 78,849

0.534 436,851 233,2381.000 350,484 86,367

0.555 485,343 269,4941.000 388,924 96,419

0.577 485,343 280,2731.000 388,924 96,419

0.601 485,343 291,4841.000 388,924 96,419

0.625 485,343 303,1441.000 388,924 96,419

0.650 485,343 315,2701.000 388,924 96,419

0.676 485,343 327,8801.000 388,924 96,419

0.703 485,343 340,9961.000 388,924 96,419

0.731 485,343 354,6351.000 388,924 96,419

0.760 485,343 368,8211.000 388,924 96,419

0.790 485,343 383,5741.000 388,924 96,419

0.822 485,343 398,9171.000 388,924 96,419

0.855 485,343 414,8731.000 388,924 96,419

0.889 485,343 431,4681.000 388,924 96,419

0.925 485,343 448,7271.000 388,924 96,419

0.962 485,343 466,6761.000 388,924 96,419

100,315400,293

1.000 500,608 500,6081.000 100,315

541,4581.003 100,315

1.040 500,608 520,6331.000

500,6081.020

1.082 500,608

500,608 609,066

563,116

404,325

464,382 587,592

500,608

1.063

1.423 1.177 619,273

146,385 38,280

165,772

400,293

92,806

100,315

100,315

100,315

273,350

585,641

400,293

1.167 402,414

48,492

294,011

263,354

1.665 67,1891.193

83,972

400,293

400,293

84,759 141,130

103,540

59,688

65,336

83,410

評
価
期
間

年
度

費用（千円） 変更後
効果額合計

（千円）
①×④

01.801

漁獲可能資
源の維持・
培養効果

デフレー
タ

②

便益（千円）

計
④

割引率

①
漁業外産業
への効果

事業費
（税抜・維持管理費含

む）

③

221,483

256,595

335,648

371,577

400,293

1.732

402,195

1.0000.375

1.480

1.539

1.179

869,249

1.265

1.217

10,052

17,570

21,463

117,931 30,839

1.191 261,175

195,972

38,440

1.1921.601

550,717

82,077

1.125

1.369

1.316 1.061

1.101

1.170 1.067
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３．効果額の算定方法

（１）漁獲可能資源の維持・培養効果

１　生産量の増加効果

　①魚礁造成

③

④

337,712

319

イサキ 583

長崎魚市魚種別単価における近海物単価

年間便益額（千円/年）　　③　-　④

257,900

595,612漁獲増大額（千円）　Σ①×② 長崎県農林水産統計年報（Ｈ27農水省統計部）
東シナ海個人経営体、港勢調査（H22～H26）漁
船規模構成比から直接経費率算定（43.3％）（別
紙：２）

漁獲経費（千円）　　③×43.3％

産地市場単価（円/ｋｇ）

Ｈ23～H27単価（別紙：１-(1)）

イカ類 841

カツオ

②

マダイ

ヒラメ

マダイ 641

16

19

1,304

イサキ

ヒラメ 3.8

カツオ 14

69
年間の漁獲増加量（ｔ）

①　合計 910.8 ・増加量は事業量（227,536m3）に「Ｈ28年度大型
魚礁整備工事効果調査報告書（長崎県）」による

原単位4.0kg/m3を乗じた。
・魚種ごとの増加量は、農林水産統計年報（H23-
27）の魚種別漁獲量で按分した。
（別紙：１-(1)）

イカ類 243

ブリ類 546

区分 備考

マグロ類 817

ブリ類 557

マグロ類
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　②浮魚礁造成

③

④

　③増殖場造成

①　合計

マダイ

ヒラメ

カサゴ

②

マダイ

ヒラメ

カサゴ

③

④

①　合計

漁獲経費（千円）　　③×43.3％ 21,706

産地市場単価（円/ｋｇ）

漁獲増大額（千円）　Σ①×②

備考

28,423

・Ｈ20～23中層型浮魚礁効果調査実績（長崎県）
から浮魚礁増産原単位（16,963kg/年・１基）を算
定。
・魚種ごとの増加量は、農林水産統計年報（H23-
27）の魚種別漁獲量で按分した。
（別紙：１-(２)）

7.6

12

区分

年間便益額（千円/年）　③-④

漁獲経費（千円）　　③×43.3％

84.6

51,212

654

年間便益額（千円/年）　　③-④

583

マダイ

長崎県農林水産統計年報（Ｈ27農水省統計部）
東シナ海個人経営体、港勢調査（H22～H26）漁
船規模構成比から直接経費率算定（43.3％）（別
紙：２）

9.1

産地市場単価（円/ｋｇ）

長崎魚市魚種別単価における近海物単価

マグロ類 817

年間の漁獲増加量（ｔ）

イサキ

55

0.9

マグロ類

50,129

ブリ類

区分

・漁協取扱実績（別紙：１-(3)）

90,321
長崎県農林水産統計年報（Ｈ27農水省統計部）
東シナ海個人経営体、港勢調査（H22～H26）漁
船規模構成比から直接経費率算定（43.3％）（別
紙：２）

年間の漁獲増加量（ｔ）

90.2

39,109

1,304

・長崎魚市魚種別単価における近海物単価

641 Ｈ23～H27の平均単価

備考

557

イサキ

319

641

49

対象魚種の増殖場での生育密度から造成する増
殖場での資源添加能力を算定。
・平成11年度有明海地区広域型増殖増造成事
業追跡調査業務報告書（長崎県）
・平成２７年度九十九島地区増殖場整備工事効
果調査業務報告書（長崎県）
・長崎水産試験場研究報告書（2002）等
（詳細別紙：３）

40

Ｈ23～H27単価（別紙：１-(2)）

②

マダイ

カツオ

漁獲増大額（千円）　Σ①×②

カツオ

1.2

ブリ類
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１　出荷過程における流通業に対する生産量の増加効果

①魚礁造成

⑤

⑥

マダイ

イサキ 17

マダイ 14

214

年間便益額（千円/年）　⑤-⑥

名古屋市中央

100%

③-②

100%

割合仕向先

福岡市中央

33%

13%

31%

10%

13%

東京都中央

○流通増加量：魚種ごとに消費地
市場への仕向量実績割合を合計
して魚種別仕向率とし、これを年
間漁獲増加量に乗じて算定。
（別紙：１-(1)）

56%

87%

54%

33%

87%

100%

広島市中央

大阪府中央

マグロ類

流通付加価値額（千円）　Σ①×④

流通経費（千円）　　⑤×35.6％ 48,819

137,132

カツオ

マダイ

649

841

319

マグロ類 817 1,874

ヒラメ 249

③消費地

ブリ類

800

557

583

流通による上昇価格（円/ｋｇ）

④

ヒラメ

ブリ類

イサキ

イカ類

イサキ

イカ類

641

14

①　合計 502.0

年間の流通（仲卸）増加量（ｔ）

マグロ類

市場単価（円/ｋｇ）

ヒラメ 2.0

カツオ

80

（2）漁業外産業への効果

69

消費地市場仕向比率

区分 備考

総務省個人企業経済調査（2016年，総務省
64.4％）（別紙：２．卸売業所得率）

ブリ類 306

イカ類

894

1,5531,304

159

88,313

1,057

92

311

313

カツオ 533

1,154

②産地
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　②浮魚礁造成

⑤

⑥

備考

マグロ類

○流通増加量：魚種ごとに消費地
市場への仕向量実績割合を合計
して魚種別仕向率とし、これを年
間漁獲増加量に乗じて算定。
（別紙：１-(2)）

100%

消費地仕向比率

87%

ブリ類 31

イサキ

年間の流通（仲卸）増加量（ｔ）

区分

①　合計 57.4

カツオ

流通付加価値額（千円）　Σ①×④

流通による上昇価格（円/ｋｇ）

マダイ 10

ブリ類

年間便益額（千円/年）　⑤-⑥ 9,740

流通経費（千円）　　⑤×35.6％ 5,385

15,125

④

0.9

市場単価（円/ｋｇ）

7.9

イサキ

マグロ類 31%

100%

割合

マダイ

33%

10%

マダイ

仕向先

557

②産地

カツオ 名古屋市中央

東京都中央

92

214

③-②

13%

13%894

イサキ 311

1,057

ブリ類

マグロ類

159

カツオ

56%

7.6 100%

広島市中央

福岡市中央

大阪府中央

641

87%

総務省個人企業経済調査（2016年，総務省
64.4％）（別紙：２．卸売業所得率）

319

③消費地

817

649

533

1,874

800

583
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　③増殖場造成

①　合計

マダイ

ヒラメ

カサゴ

マダイ

ヒラメ

カサゴ

④

マダイ

ヒラメ

カサゴ

⑤

⑥

12,587

仕向率

87%

54%

1.0

広島市中央

87%

35

流通経費（千円）　　⑤×35.6％ 4,481

単価差（円/ｋｇ）

③-②

159

249

流通付加価値額（千円）　Σ①×④

548

福岡市中央 13%

100%

○流通増加量：魚種ごとに消費地市
場への仕向量実績割合を合計して魚
種別仕向率とし、これを年間漁獲増加
量に乗じて算定。
（別紙：１-(3)）

仕向先

年間の流通（仲卸）増加量（ｔ）

備考

年間便益額（千円/年）　⑤-⑥ 8,106

区分

総務省個人企業経済調査（2016年，総務省
64.4％）（別紙：２．卸売業所得率）

33%

③消費地 割合

1,553 13%

26

市場単価（円/ｋｇ） 1,202

1,304

大阪府中央

②産地

800641 東京都中央

名古屋市中央

654

62.0

31%

10%



１．漁獲物の流通実績 別紙

農林水産統計漁獲量（トン） （上段：単価（ｋｇ/円）、下段：仕分割合）

H23 H24 H25 H26 H27 平均 比率
長崎
魚市

東京都
中央

名古屋
市中央

大阪府
中央

広島市
中央

福岡市
中央

仕向け
地加重
平均

マダイ 204 177 144 196 190 182 1.7% 641 902 806 659 894 632 800
ブリ類 6,810 5,416 9,203 4,489 5,781 6,340 60% 33% 13% 31% 10% 87%
ヒラメ 50 45 48 39 38 44 0.4% 557 645 557 387 781 480 649
イサキ 218 199 262 178 261 224 2.1% 33% 13% 10% 56%
イカ類 3,091 3,398 1,930 2,490 3,178 2,817 27% 1,304 1,206 1,418 1,612 1,548 1,071 1,553
マグロ類 2,008 532 227 839 391 799 7.6% 13% 31% 10% 54%
カツオ 355 297 96 24 43 163 1.5% 583 988 852 817 879 502 894

33% 13% 31% 10% 87%
長崎魚市場単価（円/ｋｇ） 841 1,154 622 794 728 772 1,154
単価(円/kg） H23 H24 H25 H26 H27 平均 33% 33%
マダイ 615 658 666 621 646 641 817 1,856 2,484 2,059 1,559 1,109 1,874
ブリ類 613 569 489 561 551 557 33% 13% 31% 10% 13% 100%
ヒラメ 1169 1302 1343 1298 1410 1,304 319 542 670 524 466 446 533
イサキ 574 537 602 616 588 583 33% 13% 31% 10% 13% 100%
イカ類 720 792 814 959 921 841
マグロ類 577 648 1034 974 851 817
カツオ 367 256 309 315 346 319

(2)　浮魚礁漁業水揚物

農林水産統計漁獲量（トン） （上段：単価（ｋｇ/円）、下段：仕分割合）

H23 H２4 H25 H26 H27 平均
構成比 長崎

魚市
東京都
中央

名古屋
市中央

大阪府
中央

広島市
中央

福岡市
中央

仕向け
地加重
平均

ブリ類 3,594 1,678 3,476 4,393 6,367 3,902 65% ブリ類 557 645 557 387 781 480 649
カツオ 45 172 71 24 16 66 1.1% 仕向け割合 33% 13% 10% 56%
マグロ類 942 372 322 679 362 535 8.9% カツオ 319 542 670 524 466 446 533
マダイ 760 771 798 848 1,063 848 14% 仕向け割合 33% 13% 31% 10% 13% 100%
イサキ 840 629 589 531 616 641 11% マグロ類 817 1,856 2,484 2,059 1,559 1,109 1,874

仕向け割合 33% 13% 31% 10% 13% 100%
合計 6,181 3,622 5,256 6,475 8,424 5,992 100% マダイ 641 902 806 659 894 632 800

仕向け割合 33% 13% 31% 10% 87%
長崎魚市場単価（円/ｋｇ） イサキ 583 988 852 817 879 502 894

H23 H２4 H25 H26 H27 平均 仕向け割合 33% 13% 31% 10% 87%
ブリ類 613 569 489 561 551 557
カツオ 367 256 309 315 346 319
マグロ類 577 648 1,034 974 851 817
マダイ 615 658 666 621 646 641

イサキ 574 537 602 616 588 583

(3)　増殖場増産魚種水揚物

（上段：単価（ｋｇ/円）、下段：仕分割合）

長崎魚
市

東京都
中央

名古屋
市中央

大阪府
中央

広島市
中央

福岡市
中央

仕向け
地加重
平均

H23 H24 H25 H26 H27 5年平均 マダイ 641 902 806 659 894 632 800
マダイ 615 658 666 621 646 641 仕向け割合 33% 13% 31% 10% 87%
ヒラメ 1,169 1,302 1,343 1,298 1,410 1,304 ヒラメ 1,304 1,206 1,418 1,612 1,548 1,071 1,553
カサゴ 672 683 608 654 仕向け割合 13% 31% 10% 54%

カサゴ 654 1,058 1,684 832 701 1,202
仕向け割合 33% 31% 10% 13% 87%

マグロ類

カツオ

消費地市場水揚物単価（H23～27）、長崎魚市仕分割合（長崎魚市場の概要H23～27）

　長崎魚市近海物単価（マダイ、カサゴ）、漁協取扱実績（カサゴ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（円/ｋｇ）

マダイ

消費地市場水揚物単価（H23～27）、長崎魚市仕分割合（長崎魚市場の概要H23～27）

(1)　魚礁漁業水揚物単価

イサキ

消費地市場水揚物単価（H23～27）、長崎魚市仕分割合（長崎魚市場の概要H23～27）

ブリ類

ヒラメ

イカ類

【整理番号22】



２．漁業所得率（漁業生産直接経費比率）、卸売業所得率

(1)　個人経営体所得率（東シナ海　H27） （千円）

３トン未満 3～5トン 5～10トン 10～20トン 平均
0.674 0.225 0.060 0.040 1.000

漁労所得 971 1,494 1,968 4,278 1,281
　漁労収入 2,949 5,121 9,335 35,558 5,123

2,949 4,949 9,199 35,395 5,070
172 136 163 53

　漁労支出 1,462 3,358 6,017 26,992 3,181
115 86 64 4,696 288
166 318 704 1,835 299
272 890 1,409 4,967 667
65 60 152 1,527 127

6 30 8 3
83 284 397 1,553 206

157 384 644 2,894 347
20 36 49 55 27
30 49 153 1,068 83

244 495 916 836 365
直接経費合計 1,152 2,602 4,488 19,431 2,408

直接経費率 39.1% 52.6% 48.8% 54.9% 43.3%

56.7 ％

H22 H２３ H24 H25 H26 平均 構成比
３トン未満 16289 16258 15437 14848 14417 15,450 67.4%

3～5 5568 5405 5127 4891 4831 5,164 22.5%
5～10 1468 1451 1364 1332 1297 1,382 6.0%
10～20 983 966 890 873 851 913 4.0%
合計 24,308 24,080 22,818 21,944 21,396 22,909 100.0%

(2)　卸売業所得率

総務省個人企業経済調査2016年
第 ７ 表    産業大分類，地方，従業者規模別営業状況
卸売業，小売業  Wholesale and retail trade
九  州         Kyushu

A B B/A
売　上

売上高 総利益
2016 8,091 5,214 0.64442

 事業主の (a) 3,118 2,187 0.70141
 事業主 (b) 4,980 3,175 0.63755
 雇用者 (c) 16,166 10,285 0.63621

所得率 64.4 ％

種苗代
修繕費

負債利子

平均所得率

原価償却費
租税公課負担

港勢調査漁船トン数割合で加重平均して平均所得率とした。

養殖業生産物収入

九  州 

○　動力漁船の階層別隻数

雇用労賃

販売手数料（直接経費

えさ代（直接経費）

漁船・漁具費
油費（直接経費）

（漁船構成比）

漁業生産物収入
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３．増殖場単位事業量あたり増産量の算定過程

（１）マダイ
　１）増殖場における１才魚の生息密度から、増殖場の資源添加能力を算定
　　　　　１才魚の資源尾数（101,480尾）　＝　増殖場の１才魚生息密度（0.17尾／㎡※）　×　増殖場の造成面積590,000㎡）

※増殖場における岩礁性有用魚種の生：　0.172尾／㎡
（平成11年度有明海地区広域型増殖増造成事業追跡調査業務報告書（長崎県））

　２）当才魚生息尾数から漁獲重量を算定
年齢 尾叉長 体重 平均体重資源尾数漁獲尾数漁獲重量

（㎝） （ｇ） （ｇ） （尾） （尾） （㎏）
① ②Wi Wav Nt=N1*S Ni=Nt*E Ni*Wav/1000

1 13.8 64 101,480 0 0
151

2 23.2 238 50,131 20,854 9,197
441

3 32.5 643 24,765 10,302 9,694
941

4 40.6 1,239 12,234 5,089 8,097
1,591

5 47.3 1,943 6,044 2,514 5,838
2,322

6 52.9 2,701 2,986 1,242 3,833 ①真子・松尾（1977）　西海区水研報告（50）、1-8
3,086 ②昭和60年度長崎県県北南部地区大規模増殖場

7 57.6 3,471 1,475 614 2,341 　　造成事業調査報告書（1985）
3,813 生残率等

8≦ 61.4 4,190 729 303 1,270 平成28年度マダイ日本海西部・東シナ海系群の資源評価
4190

計 199,844 40,918 40,270

（２）ヒラメ
　１）増殖場における１才魚の生息密度から、増殖場の資源添加能力を算定
　　　　　１才魚の資源尾数（60,180尾）＝増殖場の１才魚生息密度（0.102尾／㎡※）×増殖場の造成面積590,000㎡）

（※沿岸漁業整備開発事業増殖場造成計画指針ヒラメ・アサリ偏）

　２）当才魚生息尾数から漁獲重量を算定
平均体重資源尾数漁獲尾数漁獲重量

年齢 体長（cm） ① 体重(g) Wi② （ｇ） （尾） （尾） （㎏）
雄 雌 雄 雌 Wav Nt=N1*S Ni=Nt*E Ni*Wav/1000

1 29.1 31.2 249 305 60,180 21,244 11,317
532.7

2 38.7 45.2 594 982 29,970 10,579 11,825
1,117.8

3 44.8 56.2 931 1,964 14,925 5,269 9,489
1,801.0

4 48.7 64.9 1,204 3,105 7,433 2,624 6,556
2,498.5

5 51.2 71.9 1,404 4,281 3,702 1,307 4,128
3,158.4

6 52.8 77.3 1,543 5,406 1,844 651 2,443
3,753.3

7 53.8 81.7 1,637 6,428 918 324 1,384
4,272.5

8 54.4 85.1 1,699 7,327 457 161 759
4,715.2

9 54.9 87.8 1,739 8,097 228 80 407
5,086.4

10 55.1 90.0 1,765 8,745 114 40 203
5,393.7 ①②

11 55.3 91.7 1,782 9,282 57 20 108 日水誌61（4）505-509,1995より
生残率、漁獲率等

計 119,828 42,299 48,619 平成28年度ヒラメ日本海西部・東シナ海系群の資源評価

（３）カサゴ
　１）増殖場における１才魚の適正放流尾数から、増殖場の資源添加能力を算定
　　　　　１才魚の資源尾数（33,686尾）＝増殖場生育密度（0.088尾／㎡）×増殖場の造成面積（590,000㎡）

※平成２７年度九十九島地区増殖場整備工事効果調査業務報告書（長崎県）

　２）当才魚生息尾数から漁獲重量を算定
年齢 尾叉長 体重 平均体重資源尾数漁獲尾数漁獲重量

（㎝） （ｇ） （ｇ） （尾） （尾） （㎏）
① ②Wi Wav Nt=N1*S Ni=Nt*E Ni*Wav/1000

1 108 23 33,686 6,024 214
36

2 140 48 17,113 6,024 370
62

3 161 75 8,693 3,060 266
87

4 196 99 4,416 1,554 169
109

5 186 119 2,243 790 100
127

6 194 134 1,139 401 58 ①②長崎水産試験場研究報告書（２００２）
144 生残率

７≦ 203 154 579 204 31 寿命13年として田中・田内の方法より
154 漁獲率

計 18,057 1,208 カサゴ放流技術開発調査研究報告（1975）
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